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当施設は利用者に対してユニット型指定介護老人福祉施設入所者生活介護を提供します。施設の概要や 
提供されるサービス内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 
   

※当施設への入居は、原則として要介護認定の結果「要介護３・４・５」と認定され 
   た方が対象となります。要介護認定をまだ受けていない方でも入居は可能です。 
 
 
１. 施設経営法人 
（１） 法人名   社会福祉法人 幸清会 
（２） 法人所在地 北海道虻田郡洞爺湖町成香１０９－１８ 幸豊の杜・成香２０２１内 
（３） 電話番号  ０１４２－８２－３３２５ 
（４） 代表者氏名 理事⾧ 大久保 幸積 
（５） 設立年月  昭和４８年４月２８日 
 
２. ご利用施設 
（１） 施設の種類 ユニット型介護老人福祉施設 
          平成１７年９月１２日指定 北海道 0173501263 号 
（２） 施設の目的 
  ユニット型指定介護老人福祉施設は、介護保険法令に従い、利用者が、その有する能力に応じ可能な 
 限り自立した日常生活を営むことができるように支援することを目的として、利用者に、日常生活を営 
 むために必要な居室及び共用施設等をご利用いただき、施設サービス契約書に基づいた介護福祉施設サ 
 ービスを提供します。 
  この施設は、身体上または精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とし、かつ、居宅におい 
 てこれを受けることが困難な方がご利用いただけます。 
（３） 施設の名称      特別養護老人ホームみたらの杜 
（４） 施設の所在地     北海道室蘭市絵鞆町２丁目２２－１ 
（５） 電話番号       ０１４３－２６－２７００ 
（６） 施設⾧（管理者）氏名 松橋 信夫 
（７） 当施設の運営方針 
  老人福祉法の基本理念と老人福祉施設倫理に則った運営および、介護保険法の基本理念である利用者 
 の自立支援を目指した処遇を積極的に展開するため、当法人のテーマである「原点から考え直す福祉」 
 に則り、職員一人ひとりがそれぞれの視点から利用者の対応、在りようについて常に考え、見直しを行 
 い、利用者に満足していただける、喜んでいただける利用者本位の豊かな愛情あるケアの提供を目指し 
 ます。 
（８） 開設年月  平成１７年９月１５日 
（９） 入居定員  １２４人 
 
３. 居室の概要 

当施設では以下の居室・設備をご用意しています。 
☆居室・設備の種類 

・個室（トイレ・洗面設備）・共同生活室（調理設備/食堂スペース）・シアタールーム 
・浴室（個浴・機械浴）・トイレ・医務室・地域交流スペース（市民ギャラリー） 

※上記は、厚生労働省が定める基準により、ユニット型介護老人福祉施設に 
必要とされている施設・設備です。 

☆居室の変更：利用者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況により施設でそ 
       の可否を決定します。また、利用者の心身の状況により居室を変更する場合がありま 
       す。その際には、契約者や利用者と協議のうえ決定するものとします。 
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４. 職員の配置状況 
当施設では、利用者に対して指定ユニット型介護老人福祉施設入所者生活介護を提供する職員として 

 以下の職種の職員を配置しています。 
 
<主な職員の配置状況> ※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 
 

１. 施設⾧（管理者）  １名  （指定基準：１名） 
２. 医師（非常勤）   １名  （指定基準：必要数） 
３. 生活相談員     ２名以上（指定基準：１.４名） 
４. ケアワーカー   ４４名以上（指定基準：看護職員含み４７.０名） 
５. 看護職員      ３名以上（指定基準：ケアワーカー含み４７.０名） 
６. 介護支援専門員   ２名以上（指定基準：１.４名） 
７. 管理栄養士     １名以上（指定基準：１.０名） 
８. 機能訓練指導員   ２名以上（指定基準：１.０名） 

※短期入居対象者１６名を含む総定員１４０名に対して 
 
<主な職種の勤務体制> 

１. 生活相談員   日勤 ９：００～１８：００ （勤務人数：２名） 
２. ケアワーカー  早番 ６：３０～１５：３０ （勤務人数：７名） 

        日勤 ９：００～１８：００ （勤務人数：必要数） 
        遅番 １２：３０～２１：３０（勤務人数：７名） 
        夜勤 ２０：００～９：００ （勤務人数：７名） 

３. 看護職員    早番 ７：００～１６：００ （勤務人数：１名） 
        日勤 ９：００～１８：００ （勤務人数：１名） 
        遅番 １０：００～１９：００（勤務人数：１名） 

４. 介護支援専門員 日勤 ９：００～１８：００ （勤務人数：１名） 
５. 管理栄養士   日勤 ９：００～１８：００ （勤務人数：１名） 
６. 機能訓練指導員 日勤 ８：３０～１７：３０ （勤務人数：１名） 

※日中は各ユニットに１名以上・夜間は２ユニットに１名以上の介護・看護職員の配置となってお 
 ります。 

 
５. 当施設が提供するサービスと料金 

当施設では、利用者に対して以下のサービスを提供します。 
 

（１） 利用料金が介護保険から給付される場合 
（２） 利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合 

 
 

（１） 介護保険の給付の対象となるサービス（契約書第３条参照） 
  以下のサービスについては、利用料金の大部分（介護保険負担割合証による利用者負担割合の額） 
 が介護保険から給付されます。 
 <サービスの概要> 
  ➀食事 
   ・当施設では、管理栄養士の立てる献立表により、栄養並びに利用者の身体の状況および嗜好を考 
    慮した食事を提供します。（粥食・きざみ食・ミキサー食・ソフト食・療養食など） 
   ・利用者の自立支援のため離床して食堂（リビング）にて食事をとっていただくことを原則として 
    いますが、居室等選択することも可能です。 
   （食事時間） 
    朝食 ７：３０～ ・ 昼食 １２：００～ ・ 夕食 １７：３０～ 
    ※上記時間は開始提供の基本時間ですが、個別ニーズに対応することも可能です。 

➁入浴 
   ・入浴は週２回以上行います。 
   ・清拭（利用者の身体状態に応じて実施します） 
   ・寝たきりでも機械浴槽を使用して入浴することができます。 

➂排泄 
 ・排泄の自立を促すため、利用者の身体能力を最大限活用した援助を行います。 
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➃機能訓練 
   ・機能訓練指導員により、利用者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機能の回 
    復又はその減退を防止するための訓練を実施します。 

➄健康管理 
 ・医師や看護職員が、健康管理を行います。 

  ➅自立への支援 
   ・寝たきり防止のため、できるかぎり離床に配慮します。 
   ・生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 
   ・清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行われるよう援助します。 
  ➆その他 
   ・感染症管理体制の徹底を図り、感染症への対応方策を確保し、施設内感染予防を行います。 
   ・介護事故に対する安全管理に努め、事故が発生又は再発することを防止するための体制を整え 
    ます。 
   ・施設サービスの提供にあたり、生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身 
    体拘束その他利用者の行動を制限する行為を禁止します。 
  

<サービス利用料金（１日あたり）>（契約書第６条参照） 
 下記の料金表（➀）によって、利用者の要介護度に応じた入所者生活介護費の自己負担額に下記加 
算表（➁）（➂）を合算した料金が１日あたりのサービス利用料金となります。 
 
【入所者生活介護費 料金表（➀）】※１日あたり 
 １割負担の場合：６７０単位（要介護１）・７４０単位（要介護２）・８１５単位（要介護３） 
         ８８６単位（要介護４）・９５５単位（要介護５） 
  ※２割負担の場合は上記金額の２倍、３割負担の場合は３倍の料金となります。 
 
【加算表（➁）】※全ての利用者の皆さまに係る介護給付サービス加算項目 
 看護体制加算（Ⅰ）ロ       ：４単位/日 
 個別機能訓練加算（Ⅰ）      ：１２単位/日 
 日常生活維持支援加算（Ⅱ）    ：４６単位/日 
 夜勤職員配置加算（Ⅱ）ロ     ：１８単位/日 
 協力医療機関連携加算（Ⅰ）    ：１００単位/月 
 高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）：１０単位/月 
 高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）：５単位/月 
 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）   ：介護サービス費（基本単位＋算定した加算）×１４％ 
 
【加算表（➂）】※該当する利用者の皆さまに係る介護給付サービス加算項目 
 初期加算             ：３０単位/日 
 安全対策体制加算         ：２０単位（入居日初回限り） 
 入院・外泊時費用         ：２４６単位/日 
 療養食加算            ：６単位/回 
 経口維持加算（Ⅰ）        ：４００単位/月 
 経口維持加算（Ⅱ）        ：１００単位/月 
 口腔衛生管理加算（Ⅰ）      ：９０単位/月 
 退所時情報提供加算        ：２５０単位/回 
 退所時栄養情報連携加算      ：７０単位/回 
 新興感染症等施設療養費      ：２４０単位/日（５日を限度） 
 
 ☆介護給付サービス加算算定要件 
  ＊看護体制加算（Ⅰ）ロ 
    利用者の重度化等に伴う医療ニーズに対応するため、常勤の看護師の配置や基準を上回る看 
    護職員の配置をすること。 
    ➀看護体制加算（Ⅰ）：常勤の看護師を１名以上配置していること。 
  ＊個別機能訓練加算（Ⅰ） 
    機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の者が共同して、入居者ごとに個 
    別機能訓練計画を作成し、計画的に機能訓練を行っていること。 
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＊日常生活維持支援加算（Ⅱ） 
    ➀次の（Ａ）から（Ｃ）のいずれかを満たしていること。 
     （Ａ）新規入所者総数のうち「要介護状態区分が要介護４又は要介護５の者の数」の占め 
     る割合が７０％以上。 
     （Ｂ）新規入所者総数のうち「日常生活自立度のランクⅢ・Ⅳ又はＭに該当する者の数」 
     の占める割合が６５％以上。 
     （Ｃ）新規入所者総数のうち「痰の吸引等が必要な者の数」の占める割合が１５％以上。 
    ➁介護福祉士の数が常勤換算方法で入居者の数が６又はその端数を増すごとに１以上であ 
     ること。 
    ➂通所介護等の算定方法の基準（定員超過・人員欠如）に該当しないこと。 
    ➃サービス提供体制加算を算定していないこと。 
  ＊夜勤職員配置加算（Ⅱ）ロ 
    夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が、最低基準を１以上上回って配置していること。 
  ＊協力医療機関連携加算（Ⅰ） 
    ➀利用者の病状の急変が生じた場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行う体制 
     を常時確保していること。 
    ➁診療の求めがあった場合に、診療を行う体制を常時確保していること。 
    ➂１年に１回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状の急変が生じた場合等の対応を確 
     認するとともに、当該協力医療機関の名称等について、当該事業所の指定を行った自治体 
     に提出しなければならないこととする。 
    ➃利用者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快し、退院が可能となった場合におい 
     ては、速やかに再入居させることができるように努めること。 
  ＊高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ） 
    ➀感染症法第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生 
     時等の対応を行う体制を確保していること。 
    ➁協力医療機関等との間で新興感染症以外の一般的な感染症の発生時等の対応を取り決め 
     るとともに、感染症の発生時等に協力医療機関等と連携し適切に対応していること。 
    ➂診療報酬における感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算に係る届出を行った医療 
     期間又は地域の医師会が定期的に行う院内感染対策に関する研修又は訓練に１年に１回 
     以上参加していること。 
  ＊高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ） 
    ➀診療報酬における感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関から、３年に１回以上 
     施設内で感染者が発生した場合の感染制御等に係る実地指導を受けていること。 
  ＊初期加算 
    入所日から３０日以内の期間。３０日を超える病院等への入院後に再度入所された場合。 
  ＊安全対策体制加算 
    安全対策の届出を行っている施設に対し、入所初日に算定する。 
  ＊入院・外泊時加算 
    病院等の医療機関への入院を要した場合及び外泊を認めた場合（月に６日を限度とする）。 
    入院又は外泊の初日及び最終日は含まれません。 
  ＊療養食加算 
    医師の発行する食事箋に基づき提供される適切な栄養量及び内容を有する糖尿病食・腎臓 
    病食・肝臓病食・胃潰瘍食・貧血食・膵臓病食・高脂血症食・痛風食・脂質異常症食及び 
    特別な場合の検査食をいいます。 
  ＊経口維持加算（Ⅰ）・経口維持加算（Ⅱ） 
    摂食機能障害（食事の摂取に関する認知機能障害を含む）を有し、水飲みテストや頸部聴診 
    法等により誤嚥が認められる（食事の摂取に関する認知機能の低下から嚥下機能検査が困難 
    である場合を含む）ことから、経口による継続的な食事の摂取を進めるための特別な管理が 
    必要である者に対して月１回以上、多職種共同して、食事の観察及び会議等を行い、入所者 
    等が経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維持計画を作成し、特別な管理を実 
    施した場合に算定する。 
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＊口腔衛生管理加算（Ⅰ） 
    ➀歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導に基づき、入所者 
     の口腔衛生等の管理に係る計画が作成されていること。 
    ➁歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔衛生等の管理を月２回以上行 
     うこと。 
    ➂歯科衛生士が、➀における入所者に係る口腔衛生等の管理について、介護職員に対し、具 
     体的な技術的助言及び指導を行うこと。 
    ➃歯科衛生士が、➀における入所者の口腔に関する介護職員からの相談等に必要に応じ対応 
     すること。 
    ➄定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 
  ＊退所時情報提供加算 
    医療機関へ退所する入所者等について、退所後の医療機関に対して入所者等を紹介する際、 
    入所者等の同意を得て、当該入所者等の心身の状況、生活歴等を示す情報を提供した場合に 
    入所者等１人につき１回に限り算定する。 
  ＊退所時栄養情報連携加算 
    ➀管理栄養士が、退所先の医療機関等に対して、当該者の栄養管理に関する情報を共有する。 
    ➁１月に１回を限度として所定単位数を算定する。 
  ＊新興感染症等施設療養費 
    入所者等が別に厚生労働大臣が定める感染症（現時点では指定されている感染症はない）に 
    感染した場合に相談対応、診療、入院調整等を行う医療機関を確保し、かつ、当該感染症に 
    感染した入所者等に対し、適切な感染対策を行った上で、該当する介護サービスを行った場 
    合に、１月に１回、連続する５日を限度として算定する。 
  ＊介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 
    介護職員等の確保に向けて、介護職員の処遇改善のための措置ができるだけ多くの事業所に 
    活用されるよう推進する観点から、介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・ 
    介護職員等ベースアップ等支援加算について、現行の各加算・各区分の要件及び加算率を組 
    み合わせた４段階の「介護職員等処遇改善加算」に一本化を行う。 
    （算定要件） 
     ・一本化後の新加算全体について、職種に着目した配分ルールは設けず、事業所内で柔軟 
      な配分を認める。 
     ・新加算のいずれの区分を取得している事業所においても、新加算Ⅳの加算額の１/２以 
      上を月額賃金の改善に当てることを要件とする。 
    【介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）】※下記（Ⅱ）に加え、以下の要件を満たすこと 
      ・経験技能のある介護職員を事業所内で一定割合以上配置していること。 
    【介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）】※下記（Ⅲ）に加え、以下の要件を満たすこと 
      ・改善後の賃金年額４４０万円以上が１人以上。 
      ・職場環境の更なる改善、見える化（見直し）。 
    【介護職員等処遇改善加算（Ⅲ）】※下記（Ⅳ）に加え、以下の要件を満たすこと 
      ・資格や勤続年数等に応じた昇給の仕組みの整備。 
    【介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）】 
      ・新加算（Ⅳ）の１/２（７.２％）以上を月額賃金で配分。 
      ・職場環境の改善（職場環境等要件）【見直し】。 
      ・賃金体系等の整備及び研修の実施等。 
     
  ※所得に応じて利用者一部負担金の減額制度があります。この制度を受けるためには申請等の手 
   続きが必要となりますのでご相談ください。 
   利用者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額を一旦お支払いい 
   ただきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻されます 
   （償還払い）。償還払いとなる場合、利用者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記 
   載した「サービス提供証明書」を交付します。 
   介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、利用者の負担額を変更 
   します。 
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（２） 介護保険の給付対象とならないサービス（契約書第４条・第６条参照） 
  以下のサービスは、利用料金の全額が契約者の負担となります。 

<サービスの概要と利用料金> 
 ➀居住費（ユニット型個室：室料＋光熱水費相当） 
 
  負担限度額（世帯全員が市町村民税非課税者） 
   第１段階 ユニット型個室費：８２０円/日（２,４６万円/月） 
   第２段階 ユニット型個室費：８２０円/日（２,４６万円/月） 
   第３段階 ユニット型個室費：１,３１０円/日（３,９３万円） 
   第４段階 ユニット型個室費：２,８９０円/日（８,６７万円）※居住費用額 
   ＊認定を受けるには、市区町村への申請が毎年必要となりますので、市区町村へお問い合わせく 
    ださい。 
 
  ※医療機関等への入院及び外泊は６日目までは各段階の上記負担限度額が適用されます。 
   ７日目から居住費用額の２,８９０円（１日）が発生します。 
  ※生活保護受給者については、「社会福祉法人等利用者負担の軽減措置」の対象となり、 
   実質、居住費の負担はありません（別途、室蘭市への申請が必要となります）。 
  

➁食費（食材料費及び調理費） 
 
 負担限度額（世帯全員が市町村民税非課税者） 
  第１段階  食費：３００円/日（０,９万円） 
  第２段階  食費：３９０円/日（１,１７万円） 
  第３段階➀ 食費：６５０円/日（１,９５万円） 
  第３段階➁ 食費：１,３６０円/日（４,０８万円） 
  第４段階  食費：１,４４５円/日（４,３３万円）※食費用額 
  ＊認定を受けるには、市区町村への申請が毎年必要となりますので、市区町村へお問い合わせく 
   ださい。 
 
 ※上記金額にはおやつが含まれます。但し、利用者の嗜好により個別に提供するおやつ等の嗜好品 
  につきましては、実費徴収となります。 
 ※習慣的に食事摂取量が少なく、栄養補助食品を提供する場合においては上記食費に含まれますが、 
  突発的な提供につきましては別途利用者の負担になります。 
 
③通常の献立以外の食事 
 ・契約者及び利用者が特別な希望に基づき選定される食事です。 
 ・特別な食事については契約者及び利用者の自由な選択ですが、提供にあたっては利用者の身体 
  状況を考慮し、主治医の確認をとらせていただきます。 
 ・特別な食事の提供にあたって、他の利用者の通常の食事提供に支障をきたす調理法などは提供 
  できません。 
 ・特別な食事の費用は、通常の食事（上記➁）の提供に要する費用の額を上回る実費分とさせて 
  いただきます。 
 ・その他の特別な食事につきましては事前にお問い合わせいただき、料金の説明と提供開始日を 
  提示したうえで選択ください。 
 
➃理容・美容（実費） 
 [理美容サービス] 
  理美容師による理美容サービスは、実費負担となります。 
 
➄レクリエーション・クラブ活動 
 ・利用者の希望によりレクリエーションやクラブ活動に参加していただくことができます。 
 ・利用料金：材料代等の実費をいただきます。 
 
➅サービス提供記録の閲覧及び複写物の交付 
 ・契約者又は利用者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を必要 
  とする場合には実費をご負担いただきます。 
 ・１枚につき：４０円（白黒） 
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➆日常生活上必要となる諸費用実費 
 ・日常生活品の購入代金等、利用者の日常生活に要する費用で契約者にご負担いただくことが適当 
  であるものにかかる費用をご負担いただきます。但し、介護保険給付対象となっているおむつ代 

については、ご負担の必要はありません。 
 
⑧契約書第２０条に定める所定の料金 
 ・契約者及び利用者が、契約終了後も居室を明け渡さない場合等に、本来の契約終了日から現実に 
  居室が明け渡された日までの期間に係る料金（１日）は、居住費（居住費用額）をいただきます。 

また食事については、基準費用額をいただきます。 
 
  上記➀から⑧においては、経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額 
 に変更することがあります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う２ヶ 

月前までにご説明します。 
   

（３） 利用料金のお支払い方法（契約書第６条参照） 
  前記（１）・（２）の料金・費用は、１ヶ月ごとに計算し、翌月１０日前後に請求書を送付いたします 
 ので、翌月末日までに以下のいずれかの方法でお支払い下さい。（１ヶ月に満たない期間のサービスに 
 関する利用料金は、利用日数に基づいて計算した金額とします。） 
 

ア．窓口での現金払い（平日のみ９時～１８時） 
イ．下記指定口座への振込み 

 口座名  伊達信用金庫虻田支店 普通預金 口座番号 １０８７２８４ 
 口座名義 特別養護老人ホームみたらの杜 施設⾧ 松橋信夫 

ウ．金融機関からの自動引き落とし（但し、引き落とし日は翌月の２０日） 
 ご利用できる金融機関：伊達信用金庫・郵便局・その他の金融機関 
  その他の金融機関については一部ご利用できないところがございますのでご利用の際には 
  お問い合わせください。 

 
 

（４） 入居中の医療の提供について 
  医療を必要とする場合は、施設内診療所にて診察をお受けいただけますが、契約者及び利用者の希望 
 により、下記協力医療機関において診療や入院治療を受けることができます。（但し、下記医療機関で 
 の優先的な診療・入院治療を保証するものではありません。また、下記医療機関での診療・入院治療を 
 義務づけるものでもありません。） 
 <協力医療機関> 
  医療機関の名称：社会医療法人慈恵会 聖ヶ丘病院 
  住     所：〒０５２－００１４ 北海道伊達市舟岡町２１４－２２ 
  診 療 科 目：内科・循環器内科・外科・整形外科・脳神経外科・リハビリテーション科 
 <協力歯科医療機関> 
  歯科医療機関の名称：共立歯科クリニック 
  住       所：〒０５９－００２４ 北海道登別市緑町２丁目３２－６ 

 
６．施設を退居していただく場合（契約の終了について） 
  当施設との契約では契約が終了する期日は特に定めていません。従って、以下のような事由がない限 
 り、継続してサービスを利用することができますが、仮にこのような事項に該当するに至った場合には、 
 当施設との契約は終了し、利用者に退居していただくことになります。（契約書第１４条参照） 
 
  ➀要介護認定により利用者の心身の状況が自立又は要支援認定及び、要介護１・２と判定された場合 
   （要介護認定１・２の認定を受け、居宅において日常生活を営むことが困難であると認められる場 
    合はその限りではありません。） 
  ➁事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由によりホームを閉鎖した場合 
  ③施設の滅失や重大な毀損により、利用者に対するサービスの提供が不可能になった場合 
  ➃当施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 
  ➄契約者及び利用者から対処の申し出があった場合（詳細は以下を参照ください。） 
  ➅事業者からの退所の申し出を行った場合（詳細は以下を参照ください。） 

 
 
 



 
 
  

 8

（１） 契約者及び利用者からの退所の申し出（中途解約・契約解除）（契約書第１５条・第１６条参照） 
  契約の有効期間であっても、契約者及び利用者から当施設からの退居を申し出ることができます。 
  その場合には、退居を希望する日の７日前（※最大７日）までに解約届出書をご提出ください。但 
  し、以下の場合には、即時に契約を解約・解除し、施設を退居することができます。 
 
 ➀介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 
 ➁利用者が入院または死亡された場合 
 ③事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める施設サービス計画書に基づく介 
  護福祉施設サービスを実施しない場合 
 ➃事業者もしくはサービス従事者が種皮義務に違反した場合 
 ➄事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失により利用者の身体・財物・信用等を傷つけ、又は 
  著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 
 ➅他の利用者が利用者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れがある場合におい 
  て、事業者が適切な対応をとらない場合 

 
（２） 事業者からの申し出により退居していただく場合（契約解除）（契約書第１７条参照） 
  以下の事項に該当する場合には、当施設から退所していただくことがあります。 
 
 ➀契約者及び利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを 
  告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 
 ➁契約者による、サービス利用料金の支払いが３ヶ月以上遅延し、相当期間を定めた催告にもかかわ 
  らずこれが支払われない場合 
 ③契約者及び利用者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他の利用者等 
  の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、本契約を継 
  続しがたい重大な事情を生じさせた場合 
 ➃利用者が連続して３ヶ月を超えて病院又は診療所に入院すると見込まれる場合もしくは入院した 
  場合 
 ➄利用者が介護老人保健施設に入居した場合もしくは介護療養型医療施設に入院した場合 

 
※利用者が病院等に入院された場合の対応について（契約書第１９条参照） 
 
当施設に入居中に、医療機関への入院の必要が生じた場合の対応は、次の通りです。 
 
➀検査入院等、６日間以内の短期入院の場合 
 ６日以内に退院された場合は、契約は解除されません。但し、入院期間中であっても、居室を確保 
 させていただくため所定の利用料金をご負担いただきます。 
  

～➀の期間に発生する費用負担～ 
  外泊時加算１日２４６円＋居住費（収入段階別負担分[１～３段階及び居住費用額]） 
 
➁７日間以上３ヶ月以内の入院の場合 
 ３ヶ月以内の入院が見込まれる場合には「契約の継続」または「契約解除後の優先入居」の選択が 
 可能です。「契約の継続」を選択された場合は、下記費用をご負担いただきます。また、空き居室 
 を他の短期入所生活介護（ショートステイ）として利用させていただく場合がございます。この場 
 合、利用させていただく期間のみ上記居住費をご負担いただく必要はありません。「契約解除後の 
 優先入居」を選択された場合は、その間の費用負担はございません。但し、再入居（再契約）の際、 
 以前と同じユニット・居室への入居を確約するものではありません。 
 
 ～➁の期間に契約を継続された場合に発生する費用負担～ 
  １日２,８９０円（居住費の居住費用額）です。 
 
③３ヶ月以内の退院が見込まれない場合 
 ３ヶ月以内の退院が見込まれない場合には、契約を解除いたします。この場合には、当施設に再び 
 優先的に入所することはできません。 
 

（３） 円滑な退所のための援助（契約書第１８条参照） 
  利用者が当施設を退居する場合には、契約者及び利用者の希望により、事業者は利用者の心身の状 
 況、置かれている環境等を勘案し、円滑な退居のために必要な以下の援助を利用者に対して速やかに 
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 行います。 
  ・適切な病院もしくは診療所又は介護老人保健施設等の紹介 
  ・居宅介護支援事業所の紹介 
  ・その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 
 
７．残置物引取人（契約書第２１条参照） 
  契約締結にあたり、契約者は親族の代表者であることを確認させていただき、残置物についての引 
 き取りもお願いいたします。また、入居契約が終了した後、当施設に残された利用者の所持品（残置 
 物）を利用者自身が引き取れない場合に備えて、「残置物引取人」を定めていただくこともできます。 
  当施設は、「親族の代表者・残置物引取人」に連絡のうえ、残置物を引き取っていただきます。ま 
 た、引渡しにかかる費用については、親族の代表者又は残置物引取人にご負担いただきます。 
  ※入居契約締結時に残置物引取人が定められていない場合であっても、入居契約を締結することは 
   可能です。 
 
８．虐待防止の為の措置に関する事項 
  ＊虐待は、介護保険法の目的の一つである高齢者の尊厳の保持や高齢者の人格の村⾧に深刻な影響 
   を及ぼす可能性が極めて高く、施設は虐待防止の為に必要な措置を講じます。 
  ＊虐待の未然防止・早期発見に努め、虐待等への迅速かつ適切な対応を行う。 
  ＊管理者を含む幅広い職種により構成し、発生の予防・早期発見に加え、発生した場合はその再発 
   防止に対する検討を行う。 
  ＊具体的な検討内容は、委員会の組織に関すること、指針の整備、職員研修、職員の相談・報告の 
   体制整備、市町村への迅速な通報、再発の確実な防止策、再発防止策の評価について行う。 
  ＊施設は、虐待防止の為の指針を定め、適切な知識を普及・啓発し虐待防止の徹底を行う。 
  ＊施設⾧を担当者として選任し対策及び対応を行う。 
 
９．身体拘束等の原則禁止 
  ＊施設は、利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行わない。但し、当該利用者又 
   は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合には、身体拘束の内容、目 
   的、理由、拘束の時間、時間帯、期間等を記載した説明書、経過観察記録、検討記録等記録の整 
   備や適正な手続きにより身体等の拘束を行う。 
  ＊施設は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じる。 
    ➀身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこ 
     とができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護職 
     員その他の従業者に周知徹底を図るものとする。 
    ➁身体的拘束等の適正化のための指針を整備する。 
    ③介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施する。 
 
１０．苦情の受付について（契約書第２３条参照） 
 （１）当施設における苦情の受付 
   当施設における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 
 
    ・苦情受付窓口（担当者） 
     （職名）生活相談員・介護支援専門員 
    ・責任者 

（職氏名）施設⾧ 松橋 信夫 
    ・受付時間 毎週月曜日～金曜日 ９：００～１８：００ 
     

また、相談（苦情受付）箱をロビーに設置しています。 
 
   （２）苦情受付後の経過 

   受付けた苦情は、苦情解決責任者が責任を持って解決するよう努めます。苦情解決責任者は各 
  職種から組織する相談対応委員会を招集し解決に向けて話し合います。苦情を申し出た方が希望 
  すれば第三者委員が介入することも可能です。第三者委員は室蘭市社会福祉協議会や社会福祉法 
  人幸清会の理事や監事、評議委員等で組織されています。 
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（３）行政機関その他苦情受付機関 
    各市町村介護保険担当課及び下記へお問い合わせください。 
  
   ＊国民健康保険団体連合会 

所  在  地：北海道札幌市中央区南２条西１４丁目 国保会館 
     電話番号・FAX：０１１－２３１－５１６１・０１１－２３３―２１７８ 
   ＊北海道福祉サービス運営適正化委員会 
     所在地 ：北海道札幌市中央区北２条西７丁目 かでる２．７ 
     電話番号：０１１－２３１－５１７５ 

 
    （４）利用者等の意見を把握する体制、介護サービス情報の公表の実施状況 
      ＊利用者及び契約者アンケート調査、意見箱等利用者の意見等を把握する取組（年１回） 
      ＊介護サービス情報の公表（年１回） 
 
  １１．事故発生時の対応 
     ・サービスの提供により事故が発生した場合には、速やかに契約者（不在時においては緊急 
      連絡先親族）、市町村等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 
     ・サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行います。 
      但し、施設の責に帰すべからざる事由による場合には、この限りではありません。 
     ・施設⾧を事故対策委員会の委員⾧に選任し、安全対策についての体制を整備する。 
 
  １２．守秘義務について 
     ・施設の管理者は、個人情報保護のための適切な管理体制を整え、個人情報の利用目的、情報開 
      示、情報開示拒否、停止請求等に応じ、適正な個人情報の管理を行います。 
     ・個人情報を預託する場合は、預託先に対し適切な取り扱いをするよう必要な措置を講じます。 
     ・居宅介護支援事業所等の第三者に対して、契約者及び利用者に関する個人情報を提供する際に 
      は、原則として予め契約者または利用者により文書により同意を得ます。 
     ・施設の従事者及び退職者が正当な理由なく、業務上知り得た利用者または親族の個人情報を漏 
      らさぬよう必要な措置を講じます。 
 
  １３．業務継続計画の策定 
     ・施設は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定介護福祉施設サービスの提 
      供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下 
      「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとする 
      る。 
     ・施設は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期 
      的に実施するものとする。 
     ・施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うもの 
      とする。 
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令和    年    月    日 
 
 
 指定介護福祉施設サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 
 
特別養護老人ホームみたらの杜 
 
 
（説明者職名）   生活相談員   （氏名）   井川 和也                印 
 
 
 
 
 
 
 
 
 私は、本書面に基づいて事業者からの重要事項の説明を受け、指定介護福祉施設サービスの提供開始に同 
意しました。 
 
 
 

利用者氏名                             
 

<契約者（親族代表者）> 
 

住所（〒        ）                     
 
 

氏名                              印 
 
 

続柄           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ※この重要事項説明書は、厚生省令第３９条（平成１１年３月３１日）第４条の規定に基づき、入居申込 
  者又は家族への重要事項説明のために作成したものです。 
 

（更新日：令和６年６月１日） 
 


